
(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

（１）経常収益
受取会費 51,135,000 50,695,000 440,000

県会費 20,000,000 20,000,000
市町村会費 10,800,000 10,800,000
民間会費 16,335,000 15,895,000 440,000
使途特定会費（派遣社員分） 4,000,000 4,000,000

受取補助金等 111,658,000 109,742,658 1,915,342
受取県補助金 107,988,000 106,614,870 1,373,130
受取市補助金
受取国補助金
受取団体補助金 420,000 392,201 27,799
受取県委託料 3,250,000 2,735,587 514,413
受取市委託料

受取負担金 71,325,000 71,767,083 △ 442,083
観光振興事業県負担金 16,525,000 16,672,361 △ 147,361
観光振興事業市町負担金 54,800,000 55,094,722 △ 294,722
観光振興事業事業者負担金

雑収益 18,000,000 18,626,021 △ 626,021
雑収入 18,000,000 18,626,021 △ 626,021

経常収益計 252,118,000 250,830,762 1,287,238

令和７年度
決算額（B）

差引き
(A-B)

令和７年度 収支決算書【正味財産増減計算書】
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
令和７年度

現計予算額(A)



令和７年度
決算額（B）

差引き
(A-B)

科     目
令和７年度

現計予算額(A)

（２）経常費用
経常費用

役員報酬 5,896,000 5,952,000 △ 56,000
報酬 220,000 △ 220,000
給料手当 37,126,000 26,709,497 10,416,503
賞与引当金繰入額 1,618,000 1,618,000
退職給付費用 175,000 175,000
福利厚生費 7,045,000 8,448,714 △ 1,403,714
会議費 2,380,000 767,497 1,612,503
旅費交通費 4,280,000 2,258,986 2,021,014
通信運搬費 6,955,000 4,359,672 2,595,328
減価償却費
消耗什器備品費 800,000 502,040 297,960
消耗品費 4,400,000 2,479,200 1,920,800
修繕費 835,780 △ 835,780
印刷製本費 3,900,000 2,983,242 916,758
燃料費
光熱水料費 350,000 273,033 76,967
賃借料 1,100,000 1,581,099 △ 481,099
保険料 100,000 104,570 △ 4,570
諸謝金 400,000 419,476 △ 19,476
租税公課 1,690,000 1,000,980 689,020
支払負担金　 8,964,000 11,115,500 △ 2,151,500
支払助成金 32,730,000 31,806,864 923,136
支払寄付金 210,000 △ 210,000
支払利息
委託費 108,817,000 114,756,701 △ 5,939,701
広告費 5,761,000 6,713,118 △ 952,118
招聘等経費 3,800,000 3,800,000
旅行部門費 14,550,000 15,029,165 △ 479,165
預り金支出
有価証券運用損
雑費 990,000 1,083,235 △ 93,235

経常費用計 253,827,000 241,403,369 12,423,631
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,709,000 9,427,393 △ 11,136,393
基本財産評価損益等
評価損益等計
当期経常増減額 △ 1,709,000 9,427,393 △ 11,136,393

２．経常外増減の部
（１）経常外収益

経常外収益計
（２）経常外費用

経常外費用計
当期経常外増減額
他会計振替額
当期一般正味財産増減額 △ 1,709,000 9,427,393 △ 11,136,393
一般正味財産期首残高 40,517,000 40,516,470 530
一般正味財産期末残高 38,808,000 49,943,863 △ 11,135,863

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高 7,000,000 7,000,000
指定正味財産期末残高 7,000,000 7,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 45,808,000 56,943,863 △ 11,135,863

（注）１.収支決算は「公益法人会計基準の運用指針（平成20年４月11日 内閣府公益認定等
　　　　委員会）の正味財産増減計算書を基準として作成している。



(単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

（１）経常収益
受取会費 27,347,500 23,347,500 50,695,000

県会費 10,000,000 10,000,000 20,000,000
市町村会費 5,400,000 5,400,000 10,800,000
民間会費 7,947,500 7,947,500 15,895,000
使途特定会費（派遣社員分） 4,000,000 4,000,000

受取補助金等 106,219,180 3,523,478 109,742,658
受取県補助金 103,091,392 3,523,478 106,614,870
受取市補助金
受取国補助金
受取団体補助金 392,201 392,201
受取県委託料 2,735,587 2,735,587
受取市委託料

受取負担金 71,767,083 71,767,083
観光振興事業県負担金 16,672,361 16,672,361
観光振興事業市町負担金 55,094,722 55,094,722
観光振興事業事業者負担金

雑収益 18,106,021 520,000 18,626,021
雑収入 18,106,021 520,000 18,626,021

経常収益計 223,439,784 27,390,978 250,830,762

令和７年度 収支決算書【正味財産増減計算書内訳表】
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科     目
公益目的事業会計

(観光振興事業)
（A)

法人会計
（B)

令和７年度決算額
（A＋B）



科     目
公益目的事業会計

(観光振興事業)
（A)

法人会計
（B)

令和７年度決算額
（A＋B）

（２）経常費用
経常費用

役員報酬 2,976,000 2,976,000 5,952,000
報酬 220,000 220,000
給料手当 17,255,013 9,454,484 26,709,497
賞与引当金繰入額 1,098,000 520,000 1,618,000
退職給付費用 175,000 175,000
福利厚生費 3,064,782 5,383,932 8,448,714
会議費 495,637 271,860 767,497
旅費交通費 2,002,790 256,196 2,258,986
通信運搬費 4,165,612 194,060 4,359,672
減価償却費
消耗什器備品費 502,040 502,040
消耗品費 2,176,263 302,937 2,479,200
修繕費 835,780 835,780
印刷製本費 2,830,122 153,120 2,983,242
燃料費
光熱水料費 273,033 273,033
賃借料 930,493 650,606 1,581,099
保険料 34,065 70,505 104,570
諸謝金 419,476 419,476
租税公課 83,300 917,680 1,000,980
支払負担金　 11,113,000 2,500 11,115,500
支払助成金 31,806,864 31,806,864
支払寄付金 210,000 210,000
支払利息
委託費 114,742,709 13,992 114,756,701
広告費 6,713,118 6,713,118
招聘等経費
旅行部門費 15,029,165 15,029,165
預り金支出
有価証券運用損
雑費 723,397 359,838 1,083,235

経常費用計 218,705,586 22,697,783 241,403,369
評価損益等調整前当期経常増減額 4,734,198 4,693,195 9,427,393
基本財産評価損益等
評価損益等計
当期経常増減額 4,734,198 4,693,195 9,427,393

２．経常外増減の部
（１）経常外収益

経常外収益計
（２）経常外費用

経常外費用計
当期経常外増減額
他会計振替額
当期一般正味財産増減額 4,734,198 4,693,195 9,427,393
一般正味財産期首残高 34,656,277 5,860,193 40,516,470
一般正味財産期末残高 39,390,475 10,553,388 49,943,863

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高 7,000,000 7,000,000
指定正味財産期末残高 7,000,000 7,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 46,390,475 10,553,388 56,943,863

（注）１.収支決算は「公益法人会計基準の運用指針（平成20年４月11日 内閣府公益認定等
　　　　委員会）の正味財産増減計算書を基準として作成している。



（単位：円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

 Ⅰ　資産の部  Ⅱ　負債の部

　１　流動資産 　１　流動負債

　　　普通預金 128,422,011 　　　未 払 金 88,103,199

　　　現　　金 80,000 　　　賞与引当金 1,618,000

　　　未 収 金 9,553,050

　　　前 払 金 50,000

　　　流動資産合計 138,105,061 　　　流動負債合計 89,721,199

　２　固定資産 　２　固定負債

　　　特定資産 7,000,000 　　　退職給付引当金 640,000

　　　その他固定資産 2,200,001

　　　（うち弁済業務保証金） 2,200,000 　　　固定負債合計 640,000

　　　固定資産合計 9,200,001 　　　負債合計 90,361,199

 Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産 7,000,000

　２　一般正味財産 49,943,863

　　　正味財産合計 56,943,863

資　産　合　計 147,305,062 負債及び正味財産合計 147,305,062

貸　借　対　照　表

令和８年３月３１日現在

資　産　の　部 負　債　の　部



令和８年３月３１日現在

（単位：円）

貸借対照表科目 物　量　等 使用目的等 金　額

Ⅰ　資産の部 147,305,062

　１　流動資産 138,105,061

　　　普通預金 北陸銀行県庁内支店 運転資金 128,422,011

　　　現　　金 釣 り 銭 80,000

　　　未 収 金 県補助金等 9,553,050

　　　前 払 金 旅行特別補償保険 50,000

　２　固定資産 9,200,001

　　　特定資産 普通預金 旅行業登録基準資産 7,000,000

(北陸銀行県庁内支店)

　　　その他固定資産 什器備品 公益目的保有財産であり、 1

観光振興事業に使用

差入保証金 弁済業務保証金 2,200,000

（旅行業法に基づくもの）

Ⅱ　負債の部 90,361,199

　１　流動負債 89,721,199

　　　未 払 金 県補助事業等 88,103,199

　　　賞与引当金 1,618,000

　　２　固定負債 640,000

      退職給付引当金 640,000

Ⅲ　正味財産の部 56,943,863

　１　期首正味財産 47,516,470

　２　当期正味財産増減額 9,427,393

　３　期末正味財産合計額 56,943,863

財　産　目　録



財務諸表に関する注記  

 

１．継続事業の前提に関する注記  

   継続事業前提に関する疑義を抱かせる事象又は状況はない。  

２．重要な会計方針  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法  

    該当なし  

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法  

    該当なし  

（３）固定資産の減価償却方法  

    定額法を採用している。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定によってい

る。  

（４）引当金の計上基準  

    賞与引当金･････････職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属 

する額を計上している。 

    退職給付引当金･････退職金の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を 

計上している。 

（５）リース取引の処理方法  

     リース料で対応している。 

（６）消費税の会計処理  

    消費税の会計処理は、税込方式によっている。  

３．会計方針の変更  

   該当なし  

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高  

   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。  （単位：円） 

科 目  前期末残高  当期増加額  当期減少額  当期末残高  

基本財産  0  －  －  0  

小 計  0  －  －  0  

特定資産  7,000,000  － －  7,000,000  

小 計  7,000,000  － －  7,000,000  

合 計  7,000,000  － －  7,000,000  

 

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳  

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。         （単位：円） 

科 目  当期末残高  （うち指定正味財

産からの充当額）  

（うち一般正味財

産からの充当額）  

（うち負債に対

応する額）  

基本財産  0  －  －  －  

小 計  0  －  －  －  

特定資産  7,000,000  7,000,000  －  －  

小 計  7,000,000  7,000,000  －  －  

合 計  7,000,000  7,000,000  －  －  

 

６．担保に提供している資産  

   旅行業法に基づく弁済業務保証金 2,200,000 円 



７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高  

   取得価格 1,571,400 円、減価償却累計額 1,571,399 円、期末残高 1 円  

８．債権の債券金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高  

   該当なし  

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務  

   該当なし  

10．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益  

   該当なし  

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び評価損益  

            （単位：円） 

補助金等の名称 交付者
前期末
残高

当期増加額 当期減少額
貸借対照表上

の記載区分

1 富山駅観光総合案内所運営事業 富山県 0 16,672,361 16,672,361

2 富山駅観光総合案内所運営事業 富山市 0 22,294,722 22,294,722

3 運営費等補助金 富山県 0 7,046,956 7,046,956

4 観光事業振興補助金 富山県 0 15,343,044 15,343,044

5 観光コンシェルジュ配置事業 富山県 0 2,608,000 2,608,000

6 データ分析・活用基盤づくり事業 富山県 0 6,500,000 6,500,000

7 データ分析・活用推進事業 富山県 0 9,333,000 9,333,000

8 訪日外国人観光客等の広域周遊状況調査・分析事業 富山県 0 4,533,000 4,533,000

9 地域におけるデータ収集等のための連携強化事業 富山県 0 534,000 534,000

10 宿泊施設と連携したデータ収集・分析事業 富山県 0 467,000 467,000

11 観光マーケティング戦略会議運営等事業 富山県 0 333,000 333,000

12 まるごと旅行商品化プロジェクト実施事業 富山県 0 15,133,000 15,133,000

14 女性視座に基づくマーケティング事業 富山県 0 6,611,870 6,611,870

15 マーケティングデータに基づくＰＲ事業 富山県 0 9,000,000 9,000,000

16 関係者を巻き込むための普及啓発事業 富山県 0 267,000 267,000

17 富山県インバウンド観光実態調査事業 富山県 0 3,190,000 3,190,000

18 中国便利用促進に向けた観光客誘客促進事業 富山県 0 25,715,000 25,715,000

19 観光情報等提供・研修事業
(公社)日本観光

振興協会
0 392,201 392,201

合計 145,974,154 145,974,154
 

 

12．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳  

   該当なし  

13．関連当時者との取引の内容  

   該当なし  

14．重要な後発事象  

   該当なし  



収入の部

令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度
決 算 額 現 計 予 算 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）
円 円 円

受 取 会 費 50,695,000 51,135,000 △ 440,000 富山県会費 24,000,000 円

　　　観光事業振興負担金 20,000,000 円

　　　旅行会社派遣社員負担金 4,000,000 円

市町村会費（市町村会館管理組合） 10,800,000 円

民間会費（会員数　198） 15,895,000 円

（派遣社員0.5人分は、派遣元で別途負担）

　　　　　　　　　　　　　　　旅行会社　　　　　0.5人

負 担 金 38,967,083 38,525,000 442,083

(1)富 山 県 負 担 金 16,672,361 16,525,000 147,361 富山駅観光総合案内所運営事業 16,672,361 円

(2)富 山 市 負 担 金 22,294,722 22,000,000 294,722 富山駅観光総合案内所運営事業 22,294,722 円

補 助 金 107,007,071 108,408,000 △ 1,400,929

(1)富 山 県 補 助 金 106,614,870 107,988,000 △ 1,373,130 運営費等補助金 7,046,956 円　

観光事業振興補助金 15,343,044 円　

観光コンシェルジュ配置事業 2,608,000 円　

【新】データ分析・活用基盤づくり事業 6,500,000 円　

【新】データ分析・活用推進事業 9,333,000 円　

訪日外国人観光客等の広域周遊状況調査・分析事業 4,533,000 円　

地域におけるデータ収集等のための連携強化事業 534,000 円　

宿泊施設と連携したデータ収集・分析事業 467,000 円　

観光マーケティング戦略会議運営等事業 333,000 円　

まるごと旅行商品化プロジェクト実施事業 15,133,000 円　

【新】女性視座に基づくマーケティング事業 6,611,870 円　

マーケティングデータに基づくＰＲ事業 9,000,000 円　

関係者を巻き込むための普及啓発事業 267,000 円　

【新】富山県インバウンド観光実態調査事業 3,190,000 円　

【拡】中国便利用促進に向けた観光客誘客促進事業 25,715,000 円　

（2)日本観光振興 392,201 420,000 △ 27,799 観光情報等提供・研修事業 392,201 円　

　　　　協会等補助金

令　和　7　年　度　収　支　予　算　 （資金ベース） 
自　令和７年４月　１日
至　令和８年３月３１日

科　　　　　目
比較増減

摘　　　　　　　　　　要

【参考資料】



令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度
決 算 額 現 計 予 算 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

委 託 料 2,735,587 3,250,000 △ 514,413

(1)富 山 県 委 託 料 2,735,587 3,250,000 △ 514,413 教育旅行誘致促進事業 2,735,587 円

分 担 金 32,800,000 32,800,000 0

(1)ＤＭＯ活動事業分担金 32,800,000 32,800,000 0 ［市町村分担金］

　　　 32,800,000 円　

雑 収 入 18,626,021 18,000,000 626,021

その他 18,626,021 円　

　　(上記には､賞与引当金取崩額を含む｡)

繰 越 金 47,516,470 47,517,000 △ 530 令和６年度からの繰越金 47,516,470 円

合 計 298,347,232 299,635,000 △ 1,287,768

科　　　　　目
比較増減

摘　　　　　　　　　　要



支出の部

令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度

決 算 額 現 計 予 算 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）
円 円 円

観光宣伝・普及活動 116,157,228 121,217,000 △ 5,059,772

事 業 費

(1)自　 主　 事　 業 30,010,657 33,620,000 △ 3,609,343 ［一般消費者向け観光ＰＲ事業］

　【新】ＳＮＳを活用した県内ＰＲ事業 1,832,667 円

　富山県観光客誘致宣伝事業 1,826,783 円

　 都市圏大型広告事業 1,000,000 円

　 着地型旅行商品販売促進事業 15,034,365 円

　 【新】冬季観光誘致・観光資源創出事業 2,582,175 円

　 【新】中部の観光セミナーin富山 292,201 円

［旅行代理店向け観光ＰＲ事業］

　エージェント等出向宣伝･商品造成事業 1,596,682 円

　エージェント招聘･視察経費等助成事業 2,918,715 円　

　修学旅行視察経費等助成事業 174,449 円　

［観光ＰＲ資料作成事業］

　富山のベストショット整備事業 564,720 円　

　富山県内観光スポットＰＲ事業 999,900 円　

　ノベルティ作成事業 1,188,000 円　

(2)富山県等負担事業 38,973,966 38,525,000 448,966 富山駅観光総合案内所運営事業 38,973,966 円

(3)富山県補助事業 44,685,708 45,822,000 △ 1,136,292 各種観光展・宣伝活動事業 1,446,739 円　

(説明会、パブリシティ、キャンペーン等）

新聞・雑誌・ラジオ等広告事業 5,107,118 円

観光パンフレット制作事業 5,380,100 円

富山県観光客誘致宣伝事業（パンフレット発送等） 1,018,976 円

観光コンシェルジュ配置事業 3,494,775 円

全国広域観光振興事業拠出金 1,023,000 円

北陸三県観光連盟共同事業負担金 1,500,000 円

【拡】中国便利用促進に向けた観光客誘客促進事業 25,715,000 円　

(4)富山県等委託事業 2,486,897 3,250,000 △ 763,103 教育旅行誘致促進事業 2,486,897 円

科　　　　　目
比較増減

摘　　　　　　　　　　要



令 和 ７ 年 度 令 和 ７ 年 度

決 算 額 現 計 予 算 額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ）

観 光 振 興 整 備 5,225,010 7,030,000 △ 1,804,990

事 業 費

(1)自　 主　 事　 業 5,150,010 6,550,000 △ 1,399,990 富山県内産業観光推進事業 830,000 円

立山黒部観光宣伝協議会等各種負担金 2,326,000 円　

地域イベント助成事業（富山まつりほか） 180,000 円

定期観光バス助成事業（富山市） 250,000 円

空港観光ガイド設置事業 1,000,000 円

スキー場支援事業 564,010 円　

(2)富山県補助事業 75,000 480,000 △ 405,000 地域イベント助成事業 75,000 円

Ｄ Ｍ Ｏ 活 動 88,701,870 88,790,000 △ 88,130

事 業 費

(1)富山県等補助事業 88,701,870 88,790,000 △ 88,130 【新】データ分析・活用基盤づくり事業 13,000,000 円　

【新】データ分析・活用推進事業 14,000,000 円　

訪日外国人観光客等の広域周遊状況調査・分析事業 8,050,788 円　

地域におけるデータ収集等のための連携強化事業 251,084 円

宿泊施設と連携したデータ収集・分析事業 396,000 円　

観光マーケティング戦略会議運営等事業 324,250 円　

まるごと旅行商品化プロジェクト実施事業 22,326,334 円　

【新】女性視座に基づくマーケティング事業 13,111,870 円　

マーケティングデータに基づくＰＲ事業 13,811,026 円

関係者を巻き込むための普及啓発事業 240,518 円

【新】富山県インバウンド観光実態調査事業 3,190,000 円　

管 理 事 務 費 31,319,261 36,790,000 △ 5,470,739 給与費、旅行会社派遣社員負担金、事務費等 31,319,261 円

　　(上記には､賞与引当金繰入額を含む｡)

　うち公益目的事業会計(観光振興事業)配賦分 8,621,478 円　

　うち法人会計配賦分 22,697,783 円　

予 備 費 0 45,808,000 △ 45,808,000

合 計 241,403,369 299,635,000 △ 58,231,631

298,347,232 収入総額

241,403,369 支出総額

56,943,863 差引残高

科　　　　　目
比較増減

摘　　　　　　　　　　要


